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2026 年 4 月 1 日 

各 位 

上場会社名 株式会社デンキョーグループホールディングス 

代 表 者 名 代表取締役社長 高瀬 一郎 

コード番号 ８１４４ 東証スタンダード市場 

問 合 せ 先 代表取締役専務 栗嶋 裕充 

 （TEL 06-6631-5634） 

株式会社トムスエージェンシーの株式取得（子会社化）に係る 

株式譲渡契約締結に関するお知らせ 

当社は、本日の取締役会において、2026 年 3 月 12 日付「株式会社トムスエージェンシーの株式取

得（子会社化）に向けた基本合意のお知らせ」にて公表しました株式会社トムスエージェンシー（以

下、「トムス」という。）の株式取得について、本日付で株式譲渡契約を締結することを決議いたしま

したので、下記の通りお知らせいたします。 

また、即日で株式譲り受けを実行し、トムスを子会社化いたしました。 

 

記 

１．株式取得の理由 

当社グループでは、オリジナリティ溢れる視点や機能をもった商品やサービスの提供を通じ、世

の中に安心で快適な暮らしをお届けできるよう、グループ一丸となって取り組んでおります。しか

しながら、消費者のライフスタイルや取り巻く社会環境が激しく変化する昨今、2030 年度の目標と

して掲げている売上 1,000 億円に向け持続的に成長し続けるためには、グループパーパスである、

「毎日をもっと、もっと、ここちよく」を念頭に置いた、より幅広い領域への事業展開が必要と考え

ております。 

今般、株式取得を検討するに至った対象会社のトムスは、「多様な『したい』に共鳴し、確かな成

果とその先の未来を共創する」をミッションとし、行政事務局の運営代行や各種イベント・セールス

プロモーションなどを、企画立案から実際の運用まで一貫して請け負うことが可能な BPO 事業者で

あり、当社グループにおけるバリューチェーンの強化に資すると判断したことから、子会社化する

に至ったものです。 

 

２．株式を取得した会社の概要 

（１） 名 称 株式会社トムスエージェンシー 

（２） 所 在 地 
東京都渋谷区桜丘町 1番 2 号 

渋谷サクラステージセントラルビル 14 階 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 井上 誉士 

（４） 事 業 内 容 広告代理業、イベント事務局運営業、など 

（５） 資 本 金 20,000 千円 

（６） 設 立 年 月 日 2019 年 10 月 



2 
 

（７） 大株主及び持株比率 大株主が個人等であることから開示を控えさせていただきます 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません 

人 的 関 係 該当事項はありません 

取 引 関 係 該当事項はありません 

（９） 最近３年間の経営成績及び財政状態 

 決 算 期 2023 年 9 月期 2024 年 9 月期 2025 年 9 月期 

 純 資 産 56 百万円 820 百万円 1,175 百万円 

 総 資 産 185 百万円 2,139 百万円 1,247 百万円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 6 円 31 銭 92 円 21 銭 132 円 23 銭 

 売 上 高 393 百万円 5,450 百万円 3,212 百万円 

 営 業 利 益 ▲163 百万円 1,311 百万円 681 百万円 

 経 常 利 益 ▲162 百万円 1,326 百万円 708 百万円 

 当 期 純 利 益 ▲151 百万円 764 百万円 516 百万円 

 １株当たり当期純利益 ▲40 円 51 銭 85 円 90 銭 57 円 99 銭 

 １ 株 当 た り 配 当 金 － － 18 円 54 銭 

※ 2026年4月1日付で代表者を変更し、取締役 宮本健二氏が代表取締役社長に就任しております。 

 

３．株式取得の相手先の概要 

（１） 氏 名 個人株主等 2 名 

（２） 
上 場 会 社 と 

当該個人等の関係 

資本関係、人的関係、取引関係、関連当事者への該当状況のいず

れも該当事項はありません 

 

４．取得株式数及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 0 株（議決権所有割合：0％） 

（２） 取 得 株 式 数 8,890,000 株（議決権所有割合：100%） 

（３） 取 得 価 格 

株式会社トムスエージェンシーの普通株式   2,000 百万円 

仲介、DD などの諸費用(今回概算)        95 百万円 

なお、業績連動型のアーンアウト方式を採用しており、トムスの

今後 2 年間の業績達成度合いに応じ、追加で 1,000 百万円（及び

諸費用）を支払う可能性がございます。 

（４） 異動後の所有株式数 8,890,000 株（議決権所有割合：100%） 

 

５．今後の見通し 

本株式取得による 2026 年 3 月期業績への影響はありませんが、2027 年 3 月期業績への影響につい

ては、2026 年 5 月公表予定の 2026 年 3 月期決算短信における 2027 年 3 月期の業績予想に織り込ん

で開示する予定であります。 

 

以 上 


